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国際合弁における文化的適合＊
坂　野　友　昭
　これまでの国際合弁に関する研究の中心は，戦略や組織の問題に焦点をあて
たものであった。そこでは，企業が資本や現地に関するノウハウ（たとえぱ，
市場，流通チャネルに関する知識）をもっていない場合，国際合弁は直接投資
よりも適切た戦略とみなされていた（Janger，1980；Porter，1990）。その場合，
国際合弁が成功するかどうかは，相当な（必ずしも均等である必要はないが）
持分を有するそれぞれの親会杜，経営の分担ならびにコンフリクトの管理によ
るものとされていた（Geringer＆Herbert，1989；Janger，1980）。
　しかしながら，異文化問コミュニケーショソ（Kanungo，1980）および複数
の文化に属する作業グループを管理すること（Adler，1983）の複雑性が知ら
れているにもかかわらず，国際合弁におけるパートナ・間の文化シナジーにつ
いては，最小隈の関心しか払われてこなかった（たとえぽ，Baird，Lyles，＆
Wharton，1990；Lane＆Beamish，1990）。複数の国にまたがらたいで，1
つの国のなかでも，内部組織の文化が適合Lていないことが合併および買収の
失敗の1つの主要な原因としてあげられている（POrter，工980）。1つの国のな
かでの2つの組織文化聞の差異が合併および買蚊に影響を及ぼしうるのならぱ，
複数の国にわたる文化の多様性もまた国際合弁の成功に影響を及ぽすはずであ
ホ本研究は，ワツソトン州立大掌のジーソ・L・ジョソソソ助教授およびジ目ソ・B・
カレソ教授との共同研究の一部である。また，成慶大学アジア太平洋研究セソターにお
ける国際合弁に関する研究プロジiクトの一部として収集したデータを使用している。
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る。Hofstede（1980a）も同様な結論に至り，参加する組織が似かよった国民
文化からきている場合に，国際合弁は文化コンフリクトをより小さくすること
ができる傾向にあり，より高い成功の確率をもつ，という仮説を立てている。
　本研究では，英語を共通のビジネス言語とする11か国（米国，カナダ，英国，
アイルランド，オーストラリア，ニゴージーランド，香港，シソガポール，マ
レーシア，フィリピソ，ならびにイソド）において日本企業がかかわった国際
合弁を検討することによって，このHofstedeの一般仮説をテストする。よ
り具体的には，次のような2つの問題を検討する。1）国民文化の特性は国際
合弁の成功に関する知覚に影響を及ぼすか。2）日本の国民文化との文化的類
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　璃
似度（文化的適合）は日本企業がかかわる国際合弁の成功に関する知覚に影響
を及ぽすか。データは，日本企業がかかわる国際合弁の日本側と現地側の両方
から収集された。
I　国民文化とHofstede尺度
　約50か国にわたって行った仕事に対する態度の差異に関する研究において，
Hofstede（1980a；1983）は，国民文化を特性づげる4つの基本的な基準を発
見した。すなわち，権力の格差（pOwer　distance），不確実性の回避（mcer・
tainty　avoidance），個人主義化（individualism）および男性化（masculinity）
である。Hofstede（1980b：45－46）は，これらの特性を次のように定義して
いる。権カの格差は，機関および組織において権力が不平警に配分されている
という事実を杜会が受げ容れる程度を示している。不確実性の回避は，不確実
で暖昧な状況に杜会が不安を感じる程度を示している。個人主義化は，人々が
相互に配慮すると思われる緩やかに結合した杜会体系を示している。男性化は，
杜会の支配的な価値がr男性的」一すなわち，独断的であること，金や物を
獲得すること，他人や生活の質や人々にかまわないこと一である程度を示L
ている。
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　5Cか国の比較において，日本は権力の格差において50か国中21泣，不確実性
の回避において44位，個人主義化において28位，男性化において50位，という
順位を示している（Hofstede，1983）。つまり，日本は，権力の格差および個
人主義化においては中位数に近く，不確実性の回避および男性化においてはト
ヅプもしくはその近くにあるといえ私本研究が対象としている国際合弁の現
地バートナーは，これら4つの次元においてかなり大きな分散を示している
（付表1を参照）。そのために，国民文化と文化的類似性に関するHofstedeの
アイデアの一部を検討することが可能である。
n　国民文化およぴ文化的適合が圓際含弁に及ぼす影響
Hofstede（1980a）の仮説によれぱ，組織特性，経営システムおよび従業員
の期待はその組織の国民文化によって影響を受げる。たとえぼ，個人主義的な
国においては，従業員は自分の利益を守るために組織に頼るのではなくて，自
ら守ることが期待されている。数々の仮説化された組織にとっての帰結を考え
てみると，国民文化の一定の特性が国際合弁の性質および業績に一般に影響を
及ぽすのかどうかという間題が浮かんでくる。この問題および関連する問題を
評価するために，国際合弁の成功に関するデータを収集した。操作的には，国
際合弁の日本側と現地側の両方からの経営責任者の知覚によって，成功を測定
Lた。その場合，次のような3つの側面が考慮された。す淀わち，①国際合弁
のパートナー間のコソフリクトに関する知覚，②国際合弁に対する満足に関す
る知覚，および国際合弁の業績に関する知覚，である。したがって，最初に検
討する閻題は次のようになる邊
1．Hofstedeの園民文化に関する4次元ぱ，満足，コソ7リクトおよび業績
　に関する目本側パートナーもしくは現地側パートナーの知覚に即して測定し
　た国際合弁の成功に影響を及ぼすのか。
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　国民文化が組織の性質および機能に影響を及ぼすという主張に加えて，Hof－
stede（1980a）は，2つの杜会聞の文化的類似性ないし適合性がよりコソフリ
クトの少ない，より成功Lた国際合弁につながる可能性が高いことを示唆して
いる。このことは，国民文化の属性が国際合弁の成功に一般に影響を及ぼすが，
さまざまな属性についての2つの文化間の差異がもっと重要であることを示唆
してい乱本研究に即していえば．日本側と現地側のパートナー聞の文化的接
近度がきわめて重要である。したがって，第2の問題は次のようになる。
21Ho｛stedeの国民文化に関する4次元での目本側パートナーと現地側バー
　トナーとの問の差異は，満足，コソフリクトおよび業績に関する日本側パー
　トナーもしくは現地側バートナーの知覚に即して測定Lた国際合弁の成功に
　影響を及ぽすのか。
　Hofstedeの尺度での日本側と現地側との文化的差異は，差異の大きさおよ
び差異の方向（すなわち，日本側より現地側が高いか，それとも低いか）とい
う2つの次元をもつ。第2の間題は，文化的次元における絶対的差異のみに触
れている。しかしながら，文化的適含が国際合弁に及ぼす影響を考える場合，
文化的不適合の方向も重要であるかもLれない。2つの次元，すなわち不確実
性の回避および男性化については，ここで研究の対象した国のすべてないしほ
とんどが目本を下回っており，そのため不適合の方向に関する問題は実証的に
検討できない（付表1を参照）。しかLながら，権力の格差および個人主義化
については，この間題に触れるのに十分な数の国が日本を上回っているか，下
回っている。第3の問題は次のようになる。
3．権力の格差および個人主義化での日本側パートナーとの文化的不適合の方
　向は，国際合弁の成功に関する知覚に影響を及ぼすのか。
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文化的差異にもかかわらず，多くの国際合弁が高い成果をあげ，コソフリク
トをうまく管理し，合弁パートナーとの関係に満足していることは明らかであ
る。1つの可能な説明は，別の文化との経験および訓練によって，国際合弁の
パートナーが文化的差異ないし不適合を克服できるようになるというものであ
る（Tung，1981）。また，これまでの研究によると，日本，米国および西欧
諸国は，海外勤務する管理者の準備のために異なる訓練方法を採用Lている
（Tmg，1982）。こういった研究繕果は，国際合弁関係の存続期間が文化的差
異の効果を制約する可能性のあることを示唆している。また，これらの結果は，
訓練の違いによって，日本側バートナーは文化的不適合に対して現地側パート
ナーとは異なった対応をする可能性がある。したがって，次のような問題が考
えられる。
4．国際合弁の存続期間は，文化的適合とコソフリクト，業績および満足に関
　する知覚との関係をモデレートするのか。
5．　日本側パートナーと現地側パートナーは，文化的不適合に対して異なった
　適応バターソを示すのか。
皿　方　　　法
（1）サンプル
　本研究でのサソプルは，米国，カナダ，英国，アイルランド，オーストラリ
ア，ニュージーラソド，香港，シソガポール，マレーシア，フィリピソおよび
イソドという11か国にある日本企業が関係した900の国際合弁である。サソブ
ルとなった国際合弁は，東洋経済新報杜の『海外進出企業総覧』（1990年版）
から抽出した。また，11か国に研究対象を隈定したのは，これらの国において
は英語が一般的なビジネス言語だからである。英語でビジネスが行われている
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第1表　国別のサソプル構成と回答数
米　国
カナダ
英　国
アイルラソド
オーストラリア
ニュージーラソド
香　港
・ンソカ“ポーノレ
マレーシア
フィリピ：■
イソド
サソプル
合　言十　　　　　　900
日本側から　　現地側から
の回答　　　　の回答
29
3
6
0
3
1
1
7
10
7
0
67　　　　　　　67
国際合弁のみをサンプルに含むことによって，この研究を行うのに必要な質問
票の種類を日本語版と英語版のみに隈定できる。これによって，翻訳の労力を
減らすことができるだけでなく，さらに重要なことに，質問票を数か国語に翻
訳することから生じる誤りの可能性を最小化できる。第1表は，国別のサンプ
ル構成と回答数を示している。
（2）データ収集手続
　合弁関係のより完全な姿を得るために，それぞれの国際合弁の日本側と現地
側の両方から鴬報を収集した。本研究プロジェクトを説明した日本語のカバ
ー・レター，質間票の日本語版，ならびに返信用の封筒が国際合弁の目本側経
営責任老に送られた。同様に，本研究プロジェクトを説明した英語のカバー・
レター，質問票の英語版，ならびに返信用の封筒が国際合弁の現地側経営責任
着に送られた。童た，カバー・レターおよび質問票の回答上の指示は，2人の
回答老カ湘互に相談することなく回答し，別々に質間票を返送することを強調
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していた。さらに，回答に関しては，合弁パートナーと親会杜の爾老に対する
秘密厳守を約東していた。
　質聞票は，1990年3月に発送した。2か月後，回答のなかった国際合弁の目
本側経営責任者もしくは現地倒経営責任者に対して，研究ブロジェクトの意義
を強調した再度の回答依頼を送付した。数か月後，再度の協カ依頼を電話，も
しくは書留による質間票の再送付によって行った。
　第1表に示されるように，67人の日本側経営責圧者と67人の現地側経営責任
者が回答した。このうち，日本側からの圓答の66と現地側からの回答の67が使
用可能であった。回収率は7．4％であった。
（3）測定尺度
　本研究には，a）国民文化，b）国際合弁の成功，およびc）国際合弁の存
続期間，という3つの変数が含まれている。ここでは，それらの測定尺度を示
す。
a）国民文化
　本研究の独立変数は，国民文化の次元を測定するHOfstedeの4つの尺度
から派生している。すなわち，権力の格差，不確実性の回避，個人主義化およ
び男桂化である（付表1を参照）。一部の分析に対しては，これらのスコアは
各国際合弁に現地国のスコアとして割り当てることによって直接的に使用す
る。HOfStedeの次元での日本側との適合もしくは不適合を検討する際には，
現地国のスコアを日本のスコアから差し引くことによって，文化差異スコアを
計算する。HOfstedeの次元で現地国が日本を上回っているかどうかをみるた
めには，上回っている場合には1，下回っている場合には0というダミー変数
を用いる。．
b）国際合弁の成功．
　本研究では，国際合弁の成功の指漂とLて3つの構成概念が含まれている。
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すなわち，合弁会杜の業績，合弁バートナーとの関係に対する満足，および合
弁バートナーとのコソフリクトである。
　合弁会杜の業績および合弁バートナーとの関係に対する満足に関Lてば，一
違の文章が当該国際合弁の状況にどのくらいあてはまるかを，1．まったくち
がう，2．ほとんどちがう，3．どちらかといえぱちがう，4．どちらかといえ
ぱ正しい，5．ほとんど正Lい，6．まったく正しい，という6点尺度を用いて
示してもらった。
　国際合弁の業績に関しては，どの国際合弁も業績に関するデータを明らかに
するのを藤踏すると思われたので，知覚尺度を用いた。合弁会杜の業績は，
rこの合弁会杜は予想した以上の利益をあげている」やrこの合弁会杜の商品
は十分な市場浸透を達成した」など，5つの項目からなっている（付表2を参
照）。この業績尺度に関するCronbachのαは，日本側パートナーと現地側
バートナーからの回答に対してそれぞれ．83と．89であり，信頼性の基準を上
回っている（Nmnany，1978）（第2表の対角線上を参照）。内的一貫性と一
次元性をさらにチェックするために，日本側パートナーと現地側バートナーか
らの回答のそれぞれに対して，バリマックス回転をともなった因子分析を行っ
た。結果は，どちらの場合においても単一の因子解を強く示しており，内的一
貫性と一次元性の迫加的証拠を与えている。
　ここで使用した満足の尺度は，組織問関係を敢り扱った流通チャネル研究で
用いられた満足のスケールを利用した。合弁バートナーとの関係に対する満足
は，r全般的にみて，この現地バートナーとの関係は満足のいくものである」
や「全体として，このパートナーの方針と政策は合弁会杜に利益をもたらして
いる」など，5つの項目を含んでいる（付表2を参照）。第2表の対角線上の
数値は，Cronbachのαが日本側パートナーからの回答に対して．89，現地
側バートナーからの回答に対して．92であることを示している。両者とも，捷
奨された信頼性の水準を上回っている。また，業績の尺度と同様に，日本側バ
　1120
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第2表業績，溝足およびコンフリクト間の相関
45
日本側パートナーの知覚　　現地側パートナーの知覚
業績　　満足　コソフ　　　業績　　満足　コソフ
　　　　　　　リクト　　　　　　　　　　　　リクト
目本側パートナーの知覚：
　　業績　　　　　　　　　、83＊
　　満足　　　　　　　　　．52　　．89
　　コンフリクト　　　　　　ー．08　　一．22　　，89
現地側パートナーの知覚：
　　業績　　　　　　　　　　．64　　．26　　．24　　　．89
　　満足　　　　　　　　　．ユ6　　．25　一．30　　　．39　　．92
　　コソフリクト　　　　　　ー．03　　一．23　　　．40　　　一．17　　一．72　　　．91
平均値　　　　　　　　　20．50　21．70　32，29　　2ユ．80　24I80　34．3g
分散　　　　　　　　　　27．54　26．60　118．85　　29．25　14．93　125．55
標準偏差　　　　　　　　　5，25　5．15　10，90　　5，41　3．86　11．21
項目数　　　　　　　　　5　　5　　16　　　5　　5　　16
‡対角線上は　Cro皿bachのα
一トナーからの回答と現地側パートナーからの回答に分けて，バリマヅクス回
転をともなう因子分析を行ったところ，満足の尺度も一次元であることが強く
示された。
　コソフリクトの尺度は，流通チャネル研究でBrown＆Day（ユ98ヱ）が開発
したスヶ一ルに基づいている。Habib（1987）は，国際合弁に関する研究にお
いてコソフリクトを測定するために，Brown＆Dayのスヶ一ルを修正した。
数項目を迫加したことを除いては，ここで使用Lたコ1■フリクトの尺度は，ほ
ぼ全面的にHabibが開発した項目からなっている。より具体的にいうと，
Hab｛b（1987）は，合弁会杜と親会杜と業務の分離，合弁契約条項の変更，合
弁会杜に留保すべき利益の額，親会杜からの技術の移転，合弁会杜の雇用方針
など，合弁関係における14のコソフリクト間題を識別Lた。本研究では，マー
ケティ1■グ戦略や計画に関するいくつかの項目をスケールに迫加した。こうい
った且6の項目のそれぞれに対Lて，日本側パートナーと現地側パートナーとの
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問に，遇去5年筒（あるいは両考の関係が5年未満の場合には，その全期間）
について，意見の不一致がどのくらいの頻度で生じたかを，1．まったくなか
った，2．あまりなかった，3．たまにあった，4．たびたびあった，5．かなり
頻繁にあった，6．常にあった，という6点尺度を用いて，回答者に示しても
らった。
　第2表の対角線上に示されているように，コソフリクト尺度の信頼性は，日
本側パートナーからの回答に対しても（α＝・89），現地側パートナーからの回
答に対しても（α＝．91），推奨された基準を上回っている。また，日本側から
の回答と現地側からの回答に対して捌々に行ったバリマックス回転をともなう
因子分析の結果も，単一の困子解，すなわち両方のグループにおげるコソフリ
クト尺度の一次元性を示してい乱
　第3表は，日本側パートナーからの回答に対してすべての従属変数を含んで
行った因子分析の結果を示している。第4表は，現地側パートナーからの回答
に対してすべての従属変数を含んで行った因子分析の結果を示している。どち
らの場合も，固有値および因子寄与率に基づいて，3つの解釈可能な因子が発
見された。どちらの場合も，業績，満足およびコンフリクトのそれぞれを測定
することを意図した項目が適切な因子において最大の因子負荷量を示してい
る。これらの因子分析の結果は，弁別妥当性（discriminant　Ya1iditity）の証
拠を提示している。すなわち，これらの項目は，意図したように，3つの異な
る構成観念を捉えているのである。さらに，第2表は，これら3つの構成概念
が妥当な水準で相関していることを示しているが，これは予期されたとおりで
あり（たとえぱ，業績ぱ満足と相関する），法則的妥当性（nOmO1OgiCal　yali－
ditity）の証拠となっている。しかしながら，これらの相関のいずれも，弁別
妥当性が疑わLいほど高くはない。
　上であげた証拠のすべては，これらの尺度がかなり妥当で，一次元で，かつ
信頼性が高いことを示唆している。したがって，業績，溝足およびコンフリク
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第3表　従属変数に対する因子分析：目本側パートナーの知覚
　　　抽出された因子
コソフリクト　　満足 業績
　Y1
　Y2
　Y3
　Y4
　Y里
　Y6
　Y7
　Y8
　Yg
　Y10
　Y11
　Y12
　Y13
　Y14
　Y15
　Y16
　Y17
　Yユ8
　Y19
　Y里0
　Y21
　Y皇望
　Y珊
　Y24
　Y茄
　Y珊
圃有値
寄与率
累積寄与率
．81ユ
．816
，817
，817
．866
．340
，661
，513
，476
，472
，435
，789
，460
，601
，493
，807
，703
，500
，480
，675
．642
6．8　　　　4，7
26，3　　　　　18，1
26．3　　　以．4
．756
，689
，797
，805
．549
3，2
14，3
58．7
1123
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第4妄従属変数に対する因子分析：現地側バートナーの知覚
　　　抽出された因子
コソフリクト　満足 業績
　Y1
　Y呈
　Y3
　Y4
　Y5
　Y6
　Y7
　Y8
　Yg
　Yユ0
　Yu
　Yユ2
　Y13
　Y14
　Y15
　Yユ6
　Y17
　Yユs
　Y19
　Y茗0
　Y里1
　Y羽
　Y舶
　Y挫
　Y里5
　Y蝸
園有値
寄与率
累積寄与率
．705
，570
，660
，605
，752
，525
，708
，569
，602
，705
，588
，767
，641
，662
，708
．746
．424
，534
，140
，353
．220
10．3　　　　4，1
39，8　　　　15，7
39，8　　　　55．4
．821
，717
，791
，783
．572
1．9
7，0
62．3
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トの指標を作るために，それぞれに含まれる項目を合計して，以下の分析にお
ける従属変数とLて使用する。
C）国際合弁の存続
期間国際合弁の存続期間は，当該国際合弁の設立年度を1990から差し引くこ
とによって計算した。
（4）データ分析
　国民文化および文化的適合が国際合弁の成功を決定づげる程度を探究する
ために，業績，満足およびコソフリクトを従属変数として，多変量分散分析
（MANOVA）を行った。MANOVAは，日本側バートナーからの回答と現地
側パートナーからの回答に対Lて，別々に行われた。2組の従属変数に対Lて，
MANOVAは次の3つのことをテストした。1）Hofstedeスコァと国際合
弁の存続期聞の主効果および交互作用，2）文化差異スコア（すなわち，Hof－
stede尺度におげる日本と現地国とのスコアの差異）と国際合弁の存続期間の
主効果および交亙作用，ならびに3）現地国のHofstedeスコァが日本より
も高いか低いかというダミー変数と国際合弁の存続期聞の主効果および交互作
用。
］V　結　　　果
　サンプル・サイズが制約されていることとそれに関連するバワーの低さのた
めに，10劣を本研究のために有意水準として選択する。
　MANOVAの結果は，日本側パートナーからの回答については，国際合弁
の所在国を表すHofstedeスコァが業績，瀦足およびコソフリクトの知覚に
対して何の影響も及ぼしていないことを示している。さらに，Hofstedeの尺
度での日本と現地国の差異の大きさおよび方向のいずれも，業績，満足および
コンフリクトの知覚に対して影響を及ぼしていなかった。それとは対照的に，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1125
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　第罰表HOfstebeの文化スコアによる国際合弁の成功に対するMANOVA
文化効果
従属変数
業績
満足
コソフリクト
Wi1kes’La皿bda＝．74F＝1．62　　　　　　　p＜．09
Univariate　F（4，61）
2．C0
3，40
2．09
土
．10
．01
．09
現地側バートナーからの回答については，Hofstedeスコア，日本と現地国の
差異，ならびに国際合弁との交互作用が業績，満足およびコ1■フリクトの知覚
に対して影響を及ぼしていた。
　第5表は，文化スコアが3つの従属変数に対して全体的に有意な効果をもっ
ていることを示している（W11kes’Lambda＝74，F＝162，P＜刀9）。これら3
つの従属変数に対する文化的次元の単変量も，有意であ飢現地側パートナー
の合弁関係に対する満足は，Hofstedeの4つの尺度を1つのグループとして
扱った場合に，強い影響を受けていた（F＝3，40，P＝．01）。また，程度はより
小さいものであったが，Hofstedeの尺度は，現地側パートナーの業績に関する
知覚（F二2．00，P＝。10）およびコンフリクトに関する知覚（F＝2．09，P＝．09）
に対して有意な影響を及ぼしていた。国際合弁の存続期聞ならびにそのHof－
stedeスコアとの交互作用によってはいかなる有意な効果も生み出されたかっ
たので，その結果は第5表および第6表で示した分析には含まなかった。
　第6表で示されるように，単純回帰分析の結果は，Hofstedeの4つの文化
次元のうち，男性化のみが業績，満足およびコソフリクトと有意な関係をもっ
ていたことを示している。男性化が強くなると，明らかにより高い業績および
満足を生み出す。ただし，その一方で，より頻繁なコソフリクトにつながる。
日本は男性化という文化次元において最も高いスコアを示Lているので，男性
化が強いことの効果は，日本の国民文化との適合によって生み出された効果を
示唆している。
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第6表　HOfStedeの文化スコアによる国際合弁の成功に対する回帰分析
従属変数 独立変数　　　　　Beta
業績　　　　　　権力の格差
　　　　　　　不確実塗の回避
　　　　　　　個人主義化
　　　　　　　男性化
満足　　　　　権カの絡差
　　　　　　　不確実性の回避
　　　　　　　個人主義化
　　　　　　　男性化
コンフリクト　権力の絡差
　　　　　　　不確実性の回避
　　　　　　　個人主義化
　　　　　　　男性化
一．60
．14
一．89
．44
一．70
一．03
一．70
．43
．69
一．03
．84
一．4工
t一値　　　　有意性
一1．25
　．59
－1，53
2．51
－1．53
一．13
－1，24
2，56
1，45
一．13
1．43
－2．32
．22
，56
．13
．02
．13
．90
，21
．01
．15
．89
．15
，02
第一表　日本と現地国の文化差異スコアおよび国際合弁の存続期間による
　　　国際合弁の成功に対するMANOVA
文化効果
従属変数
業績
満足
コソフリクト
Wilkes’Lambda＝．71F＝1，84　　　　　p〈．04
Univariate　F（4．61）
2，79
3，20
1．56
且
．03
．02
．19
　Hofstedeスコアでの日本と現地国の差異をテストLた結果が第7表および
第8表に示されている。Hofstedeスコァでの日本からの差異の方向に基づい
た分析はいかなる有意な結果も示さなかったので，結果は報告Lなかった。
　われわれの研究課題の1つは，国際合弁に対する文化の効果が時の経過とと
もに穏やかになるかどうかということであった。この問題を検討するためには，
国際合弁の存続期間と文化変数との交互作用をテストする必要がある。前述し
たように，Hofstedeの文化変数の犬きさと国際合弁の存続期閻との問にはい
かなる交互作用もなかった。Lかしながら，国際合弁の存続期閻は，文化の諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1127
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　　第8表　目本と現地国の文化蓬異スコアおよび国際合弁の存続期間による
　　　　　国際合弁の成功に対する回帰分析
従属変数 独立変数 Bete　　　t一値　　有意性
業績
満足
コソフリクト
　　権力の格差
　　不確実性の回避
　　個人主義化
　　男性化
　　存続期間
存続期間X権力の格差
存続期間X不確実性の回避
存続期間X個人主義化
存続期間男性化
　　権力の格差
　　不確実性の圓避
　　個人主義化
　　男性化
　　存続期聞
存続期間X権力の格差
存続期間×不確実性の回避
存続期間X個人主義化
存続期間X男性化
　　権力の格差
　　不確実性の圓避
　　個人主義化
　　男性化
　　存続期問
存続期閻X権力の格差
存続期間X不確実性の回避
存続期間X個人主義化
存続期問X男性化
一1．65
　．39
－1．83
　．31
－3，72
2．56
一．82
1，37
1．25
－1．53
　．09
－1．23
　，44
一．87
1，36
　．01
　，22
一．32
1．13
一．01
1．18
一、76
－3．32
　．23
－1，08
　，73
3，55
一2，20
1．10
－1，97
1．12
一ヱ．78
1．91
－1，03
1．42
　．70
－2，17
　．27
ユ，41
1167
一．44
1．07
　102
　124
一．19
1．62
一，04
ユ、37
－2．94
－1．71
　．18
－1，47
　，80
2，12
次元と成功の知覚との問にある何らかの関係をモデレートすることが発見され
ている。そこで，第7表で示されたMAN0▽Aおよび第8表で示された単純
回帰分析の結果は，Hofstedeの文化変数および国際合弁の存続期間の主効果
のみでほたく，両者の交互作用も含んでいる。
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　全体的にみると，第7表は，国際合弁の存続期聞，文化的次元および両者の
交互作用を表す一群の変数が3つの従属変数と有意に関連していることを示し
ている。業績および満足に対しては，それぞれp：．03および．2で有意であ
った。しかしながら，コソフリクトに対Lては，有意ではなかった。このこと
は，独立変数がコソフリクトに及ぽす有意な単変量効果（第8表）を，通常の
有意性のテストにしたがって解釈すべきてとを示唆している（αhen＆Co－
hen，1983）o
　第8表は，業績を予測する権力の格差と国際合弁の存続期閻の交互作用のみ
が有意であることを示している。Cohen＆Cohen（1983）によって提唱され
た交互作用の解釈戦略にしたがって，権力の格差の効果を存続期間の長い国際
合弁（平均値を1標準偏差以上上回っているもの）との存続期閻の短い国際合
弁（平均値を1標準偏差以上下回っているもの）に分げてプロットしてみた。
その結果，存続期問の長い国際合弁においては，権力の格差という文化次元に
おいて日本との差異が夫きくなると，知覚された業績が薯しく高くなった。そ
れに対して，存続期閻の短い国際合弁においては，権力の格差という文化次元
において目本との差異が大きくなると，知覚された業績は著しく低くなった。
　業績，満足およびコンフリクトを予測する文化次元の3つの式は，交亙作用
なLに，全体的な有意性の水準（p＜．1）に達している。しかしながら，Hof・
Stedeスコアが成功の知覚に及ぽす効果に関する分析繕果が示唆するように，
男性化に即しての日本との差異のみが成功を予測する唯一の要困であった。現
地国の男性化スコアが日本のスコアから離れれぱ離れるほど，現地側パートナ
ーは国際合弁の業績および日本側パートナーとの関係に対する満足が下がった
と知覚していたのであ乱逆に，コソフリクトに関しては，男性化に即Lて日
本からの差異が大きくなると，コソフリクトを滅少させるプラスの効果がある
と知覚していたのである。
1－29
54 早稲田商学第345・346合併号
V　結　　　論
　本研究での主要な発見ば，国際合弁の日本側パートナーにかかわってい飢
分析の結果は，国民文化，目本文化と現地文化の差異の大きさ，およびその方
向のいずれも，日本側バートナーの成功に関する知覚に何の影響も及ぽしてい
なかっ㍍現地との文化差異は，日本側パートナーにとって間題ではなかった
のである。国民文化を分類したこれまでのいくつかの研究によって，日本は他
のいかなるグループとも文化的にきわめて異なっていることが示されているが
（Ronen＆Kraut，1977），そのことを考えると，本研究の結果は非常に興味
深いものである。付表1は，Hofstedeの尺度において日本がどれだげ他の国
とどれだけ異なっているかを示している。実際，日本の文化を東南アジアの文
化に分類することも不可能である（Ronen＆Kraut，1977）。日本側バートナ
ーの国際合弁の成功に関する知覚に文化がどんな影響も与えていないことは，
日本側パートナーがビジネスにおげる文化的適応に合弁パートナーよりも巧妙
である可能性も示唆Lている。国際合弁において現地の文化に適応する能力は，
部分的には，海多に派遺される管理考の準備と訓練によるのかもしれない。海
外に派遺される日本の管理老ば，他の国からの管理老に比べて，現地での経験
に対してはるかに広範な訓練を受けていることを示Lた研究もある（Tmg，
ユ982）。
　他方，現地側バートナーの成功に関する知覚に対する文化の影響は，主とし
て男性化の次元において生じていた。この次元での日本のスコアは，Hofstede
が検討した50か国すべてのなかで最高であった。したがって，本研究の結果は，
この次元において現地の文化が日本に文化的に適合しているほど，業績および
満足に関する知覚は高くなることを示唆している。しかしながら，文化的適合
性は合弁関係におけるより頻繁なコソフリクトにつながるように思われる。そ
の場合，差異の大きさが考慮される時に，この関係が生じる。すなわち，男性
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化の次元での日本との文化的適合性は，両刃の剣なのである。国際合弁は，業績
および満足に関しては便益を受げるように思われるが，日本人とのビジネス関
係においてある程度のコンフリクトが許容されねぱならないのである（Lazer，
Murata＆Kosaka，1985）。実際のところ，国際合弁のパートナーは，この
コソフリクトを逆機能的水準にまで高まることを防がねぱならないのである
（Lane＆Beamish，1990）。
　国際合弁の存続期間に照らして文化的適合の影響を考えると，文化的差異に
塞づく国際合弁成功の潜在的恋問題は，バートナーどうしが協働することを学
習するので，時の経過とともに克服されるのかどうかという問題が生じる。分
析結果が示すところによれぱ，権力の格差という次元での日本と現地の差異は，
存続期間の短い国際合弁においては業績を悪化させるが，存続期聞の長い国際
合弁においては業績を高めるように思われる。文化的差異が国際合弁の業績を
時の経過とともに高めると単純に主張するよりはむLろ，技術的便益や財務的
便益が異なる文化を敢り扱うことの困難を相殺する場合にのみ。文化的に異淀
るグループは合弁関係にはいると考えるほうが妥当と思われる。十分な時間が
与えられると，文化的適応が生じ，国際合弁がその他の一慈で有利な状況を利用
することを可能にするのである。
　本研究の分析結果は，文化的差異が国際合弁の成功に影響を及ぼすことを示
唆している。しかしながら，国際合弁における国民文化の役割を理解するため
にぱ，一層の研究が必要である。文化的差異と国際合弁の成功との関係はそれ
ほど強いものではないので，より徴抄な関係を発見女る狂めには，おそらくi
り多くのサソプルを必要とするであろう。ま牟，日本人管理老は国際合弁にお
いてかなり適応してい去ように思われるので，日本を含まない分化ミックスで
本研究を再現することも，より強い文化の効果を発見できる可能があ私さら
に，Hofstede（1980a）によっで識別されたものとは別の分化の次元を検討す
ることも有用である可能性がある。
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付表1　HOfstede尺度に対する研究対象国の得点
国　　　　　権力の格差　　不確実性の回避
目本　　　　　　　　54
オーストラリア　　　　36
カナダ　　　　　　　　39
香港　　　　　　　　68
イソド　　　　　　　　77
アイルラソド　　　　　28
マレーシア　　　　　　　104
ニュージーラソド　　　32
フィリピソ　　　　　　94
…ソソカ．ポーノレ　　　　　　　　　74
英国　　　　　　　　35
米国　　　　　　　　40
個人主義化　　　男性化
92　　　　　　　　46
5工　　　　　　　　90
48　　　　　　　　　80
29　　　　　　　　　25
40　　　　　　　　　48
35　　　　　　　　70
36　　　　　　　　26
49　　　　　　　　79
44　　　　　　　　　32
8　　　　　　　　20
35　　　　　　　　89
46　　　　　　　　91
95
61
52
57
56
68
50
58
64
48
66
62
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付表2　業績，満足およびコンフリクトの測定尺度
＾　業績
　目本側経営責任者からの回答：
　　貴合弁会杜におげる同本側パートナーと現地パートナーとの関係全般についてお尋
　ねL童す。現地パートナーとの関係について，以下の文章がどの程度あてはまるかを
下にあげた尺度を用いて示してください。あなたの意見をもっともよく表す数字を，
　各文章の左横欄にご記入ください。
　　　　　　　　　　　　1……まったくちがう
　　　　　　　　　　　2……ほとんどちがう
　　　　　　　　　　　3……どちらかといえぱちがう
　　　　　　　　　　　4……どちらかといえぱ正しい
　　　　　　　　　　　　5一・ほとんど正しい
　　　　　　　　　　　　6……まったく正しい
　　Y1：この合弁会杜は予想した以上に利益をあげている。
　　Y2：全般的にみて，この合弁会杜は成功していると思う。
　　Y3：この合弁会杜は遇去5年間（あるいは合弁会杜設立後5年未満の場合には・そ
　　　　の全期間）について設定された利益目標を達成しね
　　Y・：この合弁会杜は過去5年問（あるいは合弁会杜設立後5年未満の場合匡は・そ
　　　　の全期間）について設定された成長目標を達成しも
　　Y51この合弁会杜の商品は十分な市場浸透を達成した。
現地側経営責任者からの回答
　　In　th…s　part，we　would　like　to　know　the　extent　to　w］ユich　you　agree　or　dis－
　agree　with　the　fouowing　statements　regarding　y01ユr　reIation嘗hip　with　your
　Japanese　paτtner．Please　use　the　sca工e　be1ow　and　write　the　number　which
　best　represents　your　answer　in　the　space　next　to　each　item－To　w］ユat　exten亡
　are　t］ユe　fol1owing　true　about　your　reユationship　with　your　Japanese　partner？
Co狐pletely　　Mostly　　So㎜ewhat　　Somewhat　　Mostly　　CompIetely
　falSe　　　　　　falSe　　　　　　falSe　　　　　　　　true　　　　　　true　　　　　　　true
　　ユ　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　　4　　　　　　5　　　　　　　6
　Y1：The　joint　venture　is　more　pr〇五tab1e　than　we　expected，
　Y里：0veral1，we　coIlsider　the　joillt　venture　to　be　successfu1．
　Y3：The　joint▽ent肚e　has　acbieved　pro丘t　goals　setチor　the　last丘ve　years
　　　（or　entire　tenure　of　the　joint　venture　if　it　is1ess　than五ve　years）．
　Y4：The　joint　venture　bas　acbieved　growth　goaIs　set　for　the1ast丘ve　years
　　　（or　enti工e　ten1ユτe　of　the5oint　venture　i｛it　is　less　than五ve　years）．
　Y5：The　joint　venture　output　has　achived　good　market　peneration、
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8　満足
　目本側経営責任者からの回答1
　　貴合弁会杜におげる目本側パートナーと現地バートナーとの関係全般についてお尋
ねLます。現地パートナーとの関係について，以下の文章がどの程度あてはまるかを
下にあげた尺度を用いて示してください。あ次たの意見をもっともよく表す数字を，
各文章の左横欄にご記入ください。
　　　　　　　　　　　　1……まったくちカミう
　　　　　　　　　　　　2……ほとんどちがう
　　　　　　　　　　　　3……どちらかといえぱちがう
　　　　　　　　　　　　4……どちらかといえぱ正しい
　　　　　　　　　　　　5……ほとんど正しい
　　　　　　　　　　　　6……まったく正しい
　　Y6：全般的にみて，この現地パートナーとの関係は満足のいくものであ乱
　　Y7：全体とLて，この現地パートナーはピジネスを行うのに良い相手である。
　　Y8：われわれは，合弁会杜においてこの現地パートナーが達成した業績に満足して
　　　　L・る。
　　Yg：概していえぱ，この現地パートナーはわれわれに対してフ呂アーであった。
　Y・o：全体とLて，このパートナーの方針と政策は合弁会杜に利益をもたらしてい
　　　　る。
　現地側経営責任者からの国答：
　　In　this　part，we　wou1d　Iike　to　know　the　extent　to　which　you　agree　or　dis－
　agree　wlth　the　fo11owmg　statements　regardエng　your　re1at1onsh1p　wlth　your
　Japanese　partner．PIease　use　the　sca1e　be1ow　and　write　tbe　number　which
　best　represents　your　answer　in　the　space　next　to　each　item．To　what　extent
　are　the　fo11owing　tr口e　abo口t　your　reIationship　with　your　Japanese　partner～
Complete1y　　Mostly　Somewhat　Somew㎞t　MostIy　　Completely
　false　　　　　　　faIse　　　　　　false　　　　　　　　true　　　　　　　true　　　　　　　true
　　1　　　　　2　　　　　3　　　　　　4　　　　　5　　　　　6
　Y6：In　genera1，our　relationship　with　our　Japanese　partner　is　satisfactory．
　Y7：O平emll，our　Japanese　paτtner　is　a　good　company　with　which　to　do　bu・
　　　SineSS．
　Y冒＝We　are　satis丘ed　with　the　perfomance　of　our　Japanese　partner　in　the
　　　jOint　Venture．
　Yg：All　in　all，our　Japanese　partner　has　been　fair　with　us・
Y1o：Overall，our　Japanese　partner’s　po1icies　and　progams　bene趾the　joint
　　　Venture．
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6、コンフリクト
　目本側経営責任者からの回答：
　　貴合弁会社において，日本側パートナーと現地パートナーとの間に生じた意見の不
一致についてお尋ねします。遇去5年間（あるいは両着の関係が5年未満の場合に
は，その全期間）について，以下のような間題に関する意見の不一致がどのくらいの
頻度で生1二たかをお示しください。その意見の不一致が解決されたかどうかは問題で
　はありません。
　　下にあげた基準を用いて，最もあてはまると患われる数字を各項目の左横欄にご記
　入ください。
　　　　　　　　　　　　1…　一・まったくなカ、っテこ
　　　　　　　　　　　　2……あまりなかった
　　　　　　　　　　　　3・・・…　テニま百こ凄5つナニ
　　　　　　　　　　　　垂……たびたびあった
　　　　　　　　　　　　5一・・かなり頻繁にあった
　　　　　　　　　　　　6……常にあった
　Yユェ：合弁会杜の業務を親会杜の業務から分離すること
　Y12：合弁会杜の産出物の大部分を親会杜のどちらかに委ねるかどうか
　Yポ合弁会社に必要な投入資源（たとえぱ，原材料や部品など）のうちどれぐらい
　　　　の量を親会杜のどちらから調達すべきか
　Y・4：バートナーのどちらかが合弁契約の条項を変更しようとしたこと
　Y15：バートナーのどちらかカミ合弁会杜における重要な決定をコソトロールしようと
　　　　Lたこと
　　Y16：合弁会杜に留保すべき利益の額
　Y1τ：合弁会杜を拡張するカ㍉一定規模に維持するかの決定
　　Y18：親会社のどちらかからの最新技術の移転
　　Y1g：合弁会杜に料・てバートナーのどちらかが提供する投入資源（たとえぱ・原材
　　　　料や部晶など）の価格設定
　　Y．o：合弁会杜における雇用方針
　　Y加：製品構成（たとえぱ，将来何を生産するか）
　　Y羽：合弁会杜において各バートナーカミ果たすべき役割と機能
　　Y鴉：合弁契約の条項の解釈
　　Y24：バートナー閻の利益の分配
　　Y25：合弁会杜におげる親会杜からの人材の配置
　　Y．6：合弁会杜におけるマーケティソグ戦略および言十画
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現地側経営責任者からの回答：
　　Here　we　would　like　to　determ三ne　how　often　you　and　your　Japanese　partner
disagree　about　matters　conceming　the　joint　venture．P1ease　indicate　the
irequency　of　disagree㎜ents　over　the　following　issues　during　the　last丘ve
years（or　entire　tenure　of　relationship　if　it　is　less　than　丘ve　years）・　It　does
not　matter　whether　or　not　the　disagreements　were　settled．
　　How　often　did　you　and　your　Japanese　partner　disagree　about　the　following
items　during　the　last丘ve　years？
　　　　　　　　　　　Hard1y　　　　　　　　Somewhat　　　Very　　　A11tlユe
Never　　　　ever　　Sometimes　　　often　　　　often　　　　time
　　1　　　　　　2　　　　　3　　　　　　4　　　　　　　5　　　　　　6
Y11：Separating　the　operations　of　the　joint　venture　fmm　those　of　the　parent
　　　　　company・
Y12：Whether　or　not　to　commit　a　Iarge　proportion　of　the　joint　v㎝ture’s
　　　　　outputs　to　either　pa正ent　company，
Y1島＝How　much　of　the　joint　venture　inputs（e－g．，raw　materials　or　parts．
　　　　　etc。）should　be　procured　fro㎜either　of　the　parent　companies．
Y14：A　partner’s　attempt　to　make　changes　in　the　terms　of　the　joint　venture
　　　　　COntraCt．
Y15：A　partner’s劃ttempt　to　control　key　decisions　in　the　joint　venture．
Y16＝The　amomt　of　pro塩t　to　be　retained　in　the　joint　venture．
Y17：Whether　or　not　to　e理and　the　joint　venture　or　maintain　it　at　a　certain
　　　　　SiZe，
　Yユ島：The　transfer　of　update　technology　from　a　parent　compa皿y．
Y1g：Pricing　of　inputs（e．g、，raw　materials　or　parts，etc．）provided　by　a
　　　　　partner　in　the　joint　venture，
　Y里o：Hiring　Po1icies　in　t］ユe　j〇三nt　venture．
　Y皇1：Product　prolヨferation（e．g一，what　to　produce　in　the　future）．
　Y瑚：The　roles　and　funct…ons　to　be　performed　by　each　partner　in　the　joint
　　　　　Venture．
Y粥：Interpretation　of　the　terms　of　the　joint　venture　contract．
　Y24：The　division　of　bene五ts　between　the　partner’s．
　Y里5：The　placement　of　p趾ent　company　persone11in　the　joint　venture－
　Y蝸：Marketing　strategies　and　p1anning　in　the　joint　venture．
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